
１.事務事業の目的・概要

２.成果参考指標

(1)

3.事業費 4.改善策の実施状況

5.評価時点での現状（客観的事実・データなどに基づいた現状）

①困っている「状況」

②困っている状況が発生している「原因」

③原因を解消するための「課題」

８．今後の方向性（課題にどのような方向性で取り組むのかの考え方）

９．追加評価（任意記載）　

式・
定義

5.00

７.まだ残っている課題（現状の何をどのように変更する必要があるのか）６.成果があったこと（改善されたこと）

件

単位

6.00

■先端技術イノベーションPJ及び新産業創出PJフォローアップで生じる新規課題への対応及び県内企業に対する支援水準の維持・向上。
■研究テーマの中間評価の実施
■センターが保有する技術と知的財産の県内企業への移転促進。
■効率的な県内企業の実態把握に努める。
■拠点施設の運営の効率化を行うとともに、より一層の人材育成の強化、共同研究の促進。
■共同研究等について、外部資金獲得への取組み。

事
業
概
要

141.60121.90

233.40

26年度 27年度

　
成
果
参
考
指
標

◎課（室）内で事務事業評価の議論を行うにあたっては、本評価シートのほか、必要に応じて、「予算執行の実績並びに主要施策の成果」や既
存の事業説明資料などを活用し、効率的・効果的に行ってください。

◎上記「５．評価時点での現状」、「６．成果があったこと」、「７．まだ残っている課題」、及び「８．今後の方向性」について、議論がしやすいよう
に、「５．評価時点での現状→６．成果があったこと」、又は「５．評価時点での現状→７．まだ残っている課題→８．今後の方向性」が一連の流れ
となるよう、わかりやすく、ストーリー性のあるシート作成に努めてください。

3.00

146.40

25年度

3.00

達成率

3.00

7.00

166.70 200.00

24年度
指標名

3.00

地域産学官共同研究拠点における共同研究の件数
年度

目標値

式・
定義

地域産学官共同研究拠点における共同研究の件数
実績値

23年度

産業技術センターから県内企業へ技術移転・事業化した件数［平
成１２年度からの累計］

実績値

達成率

245.00

％

件
269.00 293.00

24年度 25年度

317.00 341.00

事務事業の名称 産業技術センター運営事業（地域産学官共同研究拠点事業含む）

事務事業評価シート（評価実施年度：平成２7年度） 上位の施策名称

事務事業担当課長 産業振興課長　馬庭　正人

施策Ⅰ－１－１　県内企業の経営・技術革
新の支援

電話番号 0852-22-5291

目
的

（１）対象 技術力の向上を図ろうとする県内企業

（２）意図 抱えていた技術課題が解決したり、新製品や新技術を保有する

415.00

目標値

■平成25年度実績は技術支援・相談：約7000件、依
頼試験：4,514件、機器開放：1,369件、技術研修生
受入：7名、県内企業への技術移転：32件、技術移転
後の事業化(過去の移転も含む)：17件で、県内企業の
技術振興に大いに貢献。
■また、研究報告の発刊や研究成果発表会開催等を通じ
て、研究成果、技術、情報等を提供するとともに、科
学、産業分野の著名人を招聘して開催した先端科学技術
講演会をはじめとした、講演会・講習会・研修会等を主
催、共催。
■さらに、技術振興、支援の一環として、県内外各種団
体が主催する講習会、審査会等へ講師、審査委員等を派
遣。

■当センターの大きな事業である先端技術イノベーションPJ及び新産業創出PJフォローアップによる
事業化・商品化において生じる新規課題が多岐にわたり人員・予算の面で制約があり苦慮している。ま
た、研究開発業務や依頼試験・機器開放等の技術支援業務について、研究のさらなる展開や企業支援の
高度化のため県内企業の実態を把握を目的とした企業訪問の実施などに取り組む時間が制約されてい
る。

26年度 27年度
指標名

産業技術センターから県内企業へ技術移転・事業化した件数［平
成１２年度からの累計］

年度 23年度

新産業の創出のための先導的な研究開発や産業競争力向上に取り組む県内企業を技術的に支援する機関として、企業からの技術相談、受託研究、依頼試験・分
析、技術者養成などを通じ、企業と一体となって製品開発や技術力のサポートを実施するとともに、新たな産業群を創出するため、先端技術・材料の研究開発を
産学とも協力して行い、県内企業への技術移転を目指す。

■県内製造業の次世代分野参入促進のため、環境やエネルギー等の分野に対応した研究テーマを設定し、企業と一体となった取組みを推進している。（ex.メカトロ
研究会等）
■県内製造業の振興のため、プロジェクト推進部による先導的技術開発と、技術部による既存産業の技術支援業務の双方のバランスを取りながら連携して推進してい
る。
■企業から要望の高かった地域産学官共同研究拠点（電波暗室）を平成２２年度に整備して以降、高い稼働率となっており、平成２6年度の機器利用実績は577件と
なっている。（平成２5年度：742件）

うち一般財源（千円） 124,441 135,125

２６年度実績 ２７年度計画

事　業　費（b）（千円） 185,340 223,304

単位

328.00

■先端技術イノベーションPJ及び新産業創出PJフォローアップ進捗に伴う業務量の増加及び研究開発
業務や県内企業ニーズの高度化に伴う依頼試験・機器開放等の技術支援業務量の増加

■先端技術イノベーションPJ及び新産業創出PJフォローアップで生じる新規課題に対応しつつ県内企
業に対する支援水準を維持・向上。
■限られた人員と予算の有効活用

％

3.00

464.00

前年度の課題を踏まえた
改善策の実施状況

②改善策を実施した（実施予定、一部実施含
む）


